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第１章 基本的な考え方 

１．月形町人口ビジョンの位置づけ 

月形町人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊重し、月形

町における人口の現状分析を行い、人口に関する住民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方

向と人口の将来展望を示すものです。 

また、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた効果的な施策を企画立案する上で重要な基礎と

位置づけられることを認識し、平成27年度に策定した月形町人口ビジョンを近年の人口動向の

データ等を用いて見直しを行い、改訂版として策定しました。 

２．月形町人口ビジョンの対象期間 

第４次総合振興計画は、月形町が「いつまでも住み続けられるまち」をまちづくりテーマとし

た平成37年までの中長期計画であり、目指す将来像「人と自然と歴史がともに輝く共生のまち 

月形」を目指し現在取り組んでいます。 

この考えを踏まえ、さらに人口減少問題に対応することにより将来の方向・人口の将来展望を

提示することから、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計期間でも

ある2060年までを対象期間とし、社人研の人口推計を基礎数値として用います。 

３．国の長期ビジョン 

（１）長期ビジョンの目的 

【日本の人口の現状と将来の姿を示し、人口減少をめぐる問題に関する国民の認識の共有

を目指すとともに、今後、目指すべき将来の方向を提示すること】 

（２）人口の現状と将来展望 

①「人口減少時代」の到来 

・日本は、2008年をピークとして人口減少時代へ突入し、今後加速度的に人口減少が進む

と推計されています。 

・地域によって状況が異なり、地方では本格的な人口減少に直面している市町村が多くな

っています。 

・人口減少は地方から始まり、都市への人材供給が枯渇すると、大都市も衰退します。 

②人口減少が経済社会に与える影響 

・人口減少により、経済規模の縮小や国民所得を低下させる恐れがあります。 

・地方の人口急減は、労働力人口の減少や消費市場の縮小を引き起こし、地方の経済規模

を縮小させ、それが社会生活サービスの低下を招き、さらなる人口流出を引き起こす悪

循環が生じます。 
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③東京への人口の集中 

・地方から東京圏への人口流入は続いており、特に若い世代が東京圏に流入しています。 

・地方に比べてより低い出生率にとどまる東京圏への若い世代の集中により、日本全体と

しての人口減少に結びつきます。 

（３）今後の基本的視点と目指すべき将来方向 

①今後の基本的視点 

・人口減少の対応には、出生率を向上させることにより人口減少に歯止めをかけ、将来的

に人口構造そのものを変える「積極戦略」と、今後数十年の避けられない人口減少に対

応し、効率的かつ効果的な社会システムを構築する「調整戦略」があり、この２つの対

応を同時並行的に進めていくことが必要で基本的視点となるのは次の３点であります。 

１）「東京一極集中」を是正する。 

２）若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。 

３）地域の特性に即した地域課題を解決する。 

②目指すべき将来方向 

・将来にわたって活力ある「日本社会」の維持 

１）人口減少に歯止めをかけ、 

２）若い世代の結婚・子育ての希望が実現すると出生率は1.80程度に向上し、 

３）人口減少に歯止めがかかると2060年に1億人程度の人口が確保され、 

４）さらに人口構造が「若返る時期」を迎え、 

５）「生産性の向上」が図られると、2050年代に実質ＧＤＰ成長率は1.5％

～2％程度が維持され、将来にわたって「活力ある日本社会」を維持する

ことが可能となります。 
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第２章 人口の現状分析 

１．総人口の推移 

（１）総人口の推移 

月形町では、戦後、人口が急増し、高度経済成長が始まって間もない1960年に9,492人

でピークを迎えましたが、その後高度経済成長に伴い大都市に人口が集中したため、人口の

急減期を迎えることとなりました。 

そのような中、1983年に歴史的な背景を受けた月形刑務所の開庁により1985年の国勢

調査では人口の増加がみられたものの、人口の減少傾向が緩やかに続いています。 

2007年に月形刑務所が大規模増設（定員数が従前の約３倍）を行い、その影響等により

2010年の国勢調査では微増となりましたが、社人研の推計では、今後も人口減少が続くも

のと推計されています。 

■総人口の推移 

出典：2015年まで/国勢調査、2020年以降/日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）（社人研） 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

月形町の生産年齢人口（15～64歳）は、1983年の月形刑務所の開庁と2007年の月形

刑務所大規模増設により一時的な増加があったものの、全体としては減少の傾向となってい

ます。 

年少人口（0～14歳）は減少傾向が続き、1990年には老年人口（65歳以上）を下回って

います。 

一方、老年人口は、団塊の世代が老年期に入るなど生産年齢人口が順次老年期に入るとと

もに、平均寿命の延長等により一貫して増加しています。 

社人研の推計では、今後とも生産年齢人口と年少人口の減少や、老年人口の増加傾向が続

くものと推計されています。 

■年齢３区分別人口の推移 

出典：2015年まで/国勢調査、2020年以降/日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）（社人研） 
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２．人口動態 

（１）自然増減（出生・死亡）の推移 

本町の自然増減は、出生数が概ね20～30人／年で推移していましたが、近年は20人を下

回る状況が続いています。死亡数は概ね50～70人／年で推移しており、一貫して死亡数が

出生数を上回る「自然減」が続いています。 

■年齢３区分別人口の推移 

出典：住民基本台帳データ（北海道総合政策部情報統計局統計課） 

（２）社会増減（転入・転出）の推移 

本町の社会増減は年ごとに変動があるものの、概ね転出数が転入数を上回る「転出超過」

の傾向となっています。 

■年齢３区分別人口の推移 

出典：住民基本台帳データ（北海道総合政策部情報統計局統計課） 
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（３）自然増減と社会増減の影響 

月形町では、2005年及び2012年の社会増以外は一貫した「自然減」と「社会減」とな

り、人口減少が続いています。「自然増減」については20～50人程度の減少で推移し、「社

会増減」は30人増～90人減少まで比較的振れ幅が大きい状況です。 

■総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 
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（４）年齢階級別人口移動の状況（国勢調査） 

国勢調査に基づく年齢階級別の人口移動をみると、男性は20～24歳から25～29歳、25

～29歳から30～34歳になるときに転入超過があり、月形刑務所の影響が大きいと考えられ

ます。 

また、60歳前後の年齢は他の年齢階級と比べて転出超過が大きくなっており、高齢期にお

ける離農や町外の家族との同居等が理由として考えられます。 

■年齢階級別の人口移動の状況（平成22年⇒平成27年） 

出典：国勢調査（国による提供データ） 

（５）年齢階級別人口移動の状況（住民基本台帳） 

住民基本台帳データに基づく特別集計表をもとに年齢階級別の人口移動をみると、2018

年は多くの年齢階級で「社会減」となっていますが、15～24歳、80～84歳、90歳以上で

は「社会増」となっています。 

「社会減」となっている年齢階級の中では、45～64歳の割合が多く、「社会減」のうち約

63%を占めています。また、女性は80歳以上で「社会増」となっており、町内の介護施設

等への入所等のケースが考えられます。 

■年齢階級別の人口移動の状況（平成30年） 

出典：住民基本台帳データに基づく特別集計表（国による提供データ） 
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（６）年齢階級別人口の移動の長期的動向（国勢調査） 

男女ともに、15～19歳から20～24歳になるときに大幅な転出傾向がみられ、進学や就

職による転出が原因と考えられます。しかし、近年人口減少とともにこの年齢層の転出は縮

小する状況となっています。 

男性は、月形刑務所が開庁した1980年から1985年の30～34歳から35～39歳になると

き、また月形刑務所の大規模増築が行われた2005年から2010年の30歳から54歳の各年

齢階級になるときにおいて、転入超過が突出して高くなっています。 

■年齢階級別の人口移動の長期的動向（男性） 

出典：国勢調査（国による提供データ） 

■年齢階級別の人口移動の長期的動向（女性） 

出典：国勢調査（国による提供データ） 
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（７）地域ブロック別の人口移動の状況 

住民基本台帳データに基づく特別集計表をもとに地域ブロック別の人口移動をみると、転

出、転入どちらにおいても、札幌市を中心とした石狩振興局管内及び岩見沢市等近接する都

市部を有する空知総合振興局管内等との人口移動が中心となっており、これらは進学及び就

職による移動がほとんどと考えられます。 

■地域ブロック別の人口移動の状況（平成30年） 

出典：住民基本台帳データに基づく特別集計表（国による提供データ） 
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（８）年齢階級別・地域ブロック別の人口移動の状況 

①年齢階級別転入者の状況（男性） 

2018年の男性５歳階級別転入者の状況は、「25～29歳」の転入者が最も多く、その

内訳は石狩管内及び北海道外からの転入が最も多い状況です。男性は石狩管内、その他

道内からの転入者が多くなっています。 

■5歳階級別転入者数の状況（平成30年／男性） 

出典：住民基本台帳データに基づく特別集計表（国による提供データ） 

②年齢階級別転出者の状況（男性） 

2018年の男性５歳階級別転出者の状況は、「25～29歳」において石狩管内及び北海

道外、その他道外への転出が多くなっています。 

また、「30～34歳」は石狩管内、「45～49歳」「55～59歳」はその他道内への転出

が多い状況です。 

■5歳階級別転出者数の状況（平成30年／男性） 

出典：住民基本台帳データに基づく特別集計表（国による提供データ） 
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③年齢階級別転入者の状況（女性） 

2018年の女性５歳階級別転入者の状況は、「20～24歳」において石狩管内からの転

入が非常に多い状況です。また、「25～29歳」「30～34歳」の転入者も多く、特に「30

～34歳」はその他道内からの転入が多くなっています。 

■5歳階級別転入者数の状況（平成30年／女性） 

出典：住民基本台帳データに基づく特別集計表（国による提供データ） 

④年齢階級別転出者の状況（女性） 

2018年の女性５歳階級別転出者の状況は、「５～９歳」「25～29歳」においては石狩

管内への転出が非常に多くなっています。また、「25～29歳」「30～34歳」は月形周辺

（岩見沢市・美唄市）への転出が多い状況です。 

■5歳階級別転出者数の状況（平成30年／女性） 

出典：住民基本台帳データ（国による提供データ） 
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（９）通勤・通学者の状況 

月形町の周辺市町村との通勤・通学者の状況をみると、最も通勤・通学が多い自治体は岩

見沢市であり、次いで札幌市、美唄市、当別町、江別市との流出入が多い状況です。 

いずれも周辺都市からの流入が多く、流出人口が減少しているのに対し、流入人口は平成

22年から平成27年にかけて横ばいに推移しています。 

人口減少対策を考えていく上では、本町への流入人口をいかに定住人口に変えていくかが

課題であると考えられます。 

■月形町在住者の通勤・通学人数（流出：月形町⇒他自治体） 

自治体名 
通勤・通学人数（人） 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

岩見沢市 134 90 117 76 

札幌市 78 66 53 54 

美唄市 27 17 21 21 

江別市 0 16 18 16 

三笠市 0 12 8 9 

滝川市 0 4 3 2 

砂川市 0 0 1 4 

当別町 24 22 18 16 

浦臼町 22 7 4 8 

新篠津村 0 16 13 6 

北村 11 10 - - 

その他の市町村 38 22 12 25 

合計 334 282 268 237 

出典：国勢調査 

■他自治体在住者の月形町への通勤・通学人数（流入：他自治体⇒月形町） 

自治体名 
通勤・通学人数（人） 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

岩見沢市 173 182 237 236 

札幌市 78 132 110 129 

美唄市 76 67 62 55 

江別市 30 31 34 44 

三笠市 15 12 12 8 

滝川市 0 10 10 11 

砂川市 0 0 10 8 

当別町 51 63 66 59 

浦臼町 36 19 17 14 

新篠津村 28 30 22 12 

北村 55 56 - - 

その他の市町村 38 45 26 31 

合計 580 647 606 607 

出典：国勢調査 
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３．産業と就労 

（１）産業別就業者数の推移 

産業別就業者数の推移は、いずれの産業も減少傾向にあり、特に第一次産業の減少が顕著

になっています。 

主に農業が中心となる第一次産業の就業者数は、平成2年には974人でしたが、就業人口

の減少により、平成27年には540人となっています。 

産業別の就業者構成比は、全国・北海道との比較において第一次産業の割合が非常に高い

状況です。 

■産業別就業者数 

資料：国勢調査 

■産業別就業者構成比 

資料：国勢調査 
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（２）産業別年齢階級別人口割合 

平成27年の国勢調査による産業別の年齢階級別人口割合をみると、60歳以上の割合が高

い産業は、「林業」（83.3%）、「サービス業（他に分類されないもの）」（51.1%）、「農業」「不

動産業，物品賃貸業」（ともに50.0％）となっており、就業者の高齢化が懸念されます。 

資料：国勢調査（平成27年） 
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（３）女性の年齢階級別就業率 

平成27年の国勢調査による女性の年齢階級別就業率は、ほぼすべての年齢階級で全国・北

海道よりも高く、特に20～24歳の就業率は全国・北海道と比べて約12ポイント高くなって

います。 

女性の年齢階級別就業率は、子育て世代で一旦就業率が下がり、以降は再就職などで就業

率が上昇した後に緩やかな下降となる、いわゆるM字曲線となることが知られていますが、

本町における女性の就業率は、35～39歳で就労率が下がるＭ字曲線となっています。 

資料：国勢調査（平成27年） 
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第３章 町民意識調査 

１．総人口に関する調査結果 

（１）アンケート調査

平成27年７月に実施したアンケート調査（20歳以上の町民1,000人が対象、有効配布数：

992票、回収数：392票、回収率：39.5％）によると、近年の人口減少傾向に対し、今後、

どの位を目標に施策に取り組むのかに対しては、「多少、人口を増やすための対策に取り組む

べき」が28.6％にあたる112票と最も多く、続いて、「現在の人口を維持していくための対

策に取り組むべき」が28.3％にあたる111票となっています。 

■総人口の目標 （一般アンケート調査） 

（２）ヒアリング調査

社人研による人口減少に対し月形町創生総合戦略審議会委員15人と各種団体13人へのヒ

アリング結果は、「人口減少を抑える」が７人と最も多く、続いて、「人口維持」が５人とな

っています。 

■総人口の目標 （ヒアリング結果） 

項目 人数 

人口増加 ０人 

人口微動 １人 

人口維持 ５人 

人口減少を抑える ７人 

その他 １人 

1
16.6%

2
28.6%

3
28.3%

4
18.1%

5
2.0%

6
4.1%

7
2.3%

5．人口減少対策が必要と思わない　　　　　　

1．人口を大きく増やすための対策に取り組むべき

2．多少、人口を増やすための対策に取り組むべき

3．現在の人口を維持していくための対策に取り組むべき

4．人口の減少を減速させるための対策に取り組むべき

6．わからない

7．無回答
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２．人口増加方法に関する調査結果 

（１）アンケート調査

人口対策が必要と考えている方について、出生数の増加、死亡数の減少、転入数の増加及

び転出数の減少のいずれの対策が必要かに対しては、「転出数の減少」が46.9％にあたる187

票と最も多く、続いて、「転入数の増加」が30.6％にあたる122票となっています。 

■人口増加の方法（一般アンケート調査） 

転入者の転入理由は、「仕事の都合」が72.5％にあたる29票と最も多く、続いて、「結婚

のため」が12.5％にあたる５票となっています。 

■転入者の転入理由（転入者アンケート調査） 

転出者の転出理由は、「仕事の都合」が57.5％にあたる23票と最も多く、続いて、「結婚

のため」と「家族と同居するため」がそれぞれ10.0％にあたる４票となっています。 

1
12.5%

2
1.0%

3
30.6%4

46.9%

5
9.0%

3．転入数の増加（新規就農者やベットタウンの推進など）

4．転出数の減少（若者の仕事の場を確保することなど）

1．出生数の増加（晩婚化対策や子育て支援など）

2．死亡数の減少（健康増進対策など）

5.無回答

1．仕事の都合
72.5%

3．住宅の都合
2.5%

4．結婚のため
12.5%

7．家族と
同居するため

7.5%

8．その他
5.0%
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■転出者の転出理由（転出者アンケート調査） 

転出者の転出するときの気持ちについては、「仕方なく転出した」が35.0％にあたる14票

と最も多く、続いて、「どちらかといえば仕方なく」と「どちらともいえない」が20.0％に

あたる８票となっています。 

■転出者の転出するときの気持ち（転出者アンケート調査） 

（２）ヒアリング調査

社人研による人口減少の対策に対し月形町創生総合戦略審議会委員15人と各種団体13人

へのヒアリング結果は、「転入数の増加」が10人と最も多く、続いて、「転出数の減少」が４

人となっています。 

■人口増加の方法（ヒアリング調査） 

項目 人数 項目 人数 

転入増 10人 自然増 ２人 

転出減 4人 自然減 １人 

1．仕事の都合（就
職、転職、転勤、退職

など）

57.5%
2．お子さんの
学校の都合

5.0%

4．結婚のため
10.0%

6．家族から
独立するため

7.5%

7．家族と同居
するため

10.0%

8．その他
（自由記述）

7.5%

9．無回答
2.5%

1
35.0%

2
20.0%

3
12.5%

4
10.0%

5
20.0%

6
2.5%

1．仕方なく転出した

4．早く転出したかった
5．どちらともいえない
6．無回答

2．どちらかといえば、仕方
なく転出した
3．どちらかといえば、早く
転出したかった
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３．合計特殊出生率に関する調査結果 

（１）アンケート調査

一人の女性が一生に産む子どもの平均数である合計特殊出生率について、今後、どの位を

目標に施策に取り組むのかの問いに対しては、「人口増加は転出入の対策に力を入れるべきで、

出生率は現状維持が考えられる」が24.2％にあたる95票と最も多くなっています。２位以

降は、「現状の人口を維持するための出生率（2.10）になるよう対策に取り組む」が19.1％

にあたる75票、「全国平均（1.43）よりは上回るべき」が18.6％にあたる73票となってい

ます。 

■合計特殊出生率の目標（一般アンケート調査） 

（２）ヒアリング調査

合計特殊出生率の推移や全国及び全道との比較に対し月形町創生総合戦略審議会委員15

人と各種団体13人へのヒアリング結果は、「出生率をあげる」が６人※となっています。 

※ヒアリング調査では、他の回答はなし 

1
19.1%

2
18.6%

3
24.2%

4
17.6%

5
11.7%

6
8.7%

5．わからない

6．無回答

1．現状の人口を維持する特殊出生率（2.1人）になるよう対策に取り組むべき

2．全国平均（1.43）よりは上回るべき

3．人口増加は転出入の対策に力を入れるべきで、特殊出生率は現状維持が考えられる

4．子どもを産むことは個々の自由なので、対策は特に不要である
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第４章 将来人口推計 

１．将来人口推計と分析結果 

（１）国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計結果 

国立社会保障・人口問題研究所の推計（以降、「社人研準拠推計」とする）は、平成27年

の国勢調査人口を基準人口とし、合計特殊出生率（1.27）が現状とほぼ変わらず、純移動率

が今後一定程度縮小すると仮定した推計となっています。 

この推計では、約20年後の令和22年（2040年）に総人口が3,000人を下回り、令和42

年（2060年）には1,702人になると推計されています。 

■年齢３区分別人口の推移 

出典：市区町村別推計（令和元年６月版）ワークシート（国提供） 

■年齢３区分別人口割合の推移 

出典：市区町村別推計（令和元年６月版）ワークシート（国提供） 
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（２）人口増減率の分析 

社人研準拠推計における平成27年を基準とした令和42年の年齢３区分別の人口増減率を

みると、年少人口は-85.1%、生産年齢人口は-81.2%、高齢者人口は-23.2%となり、年少

人口と生産年齢人口の減少率が大きい推計結果となっています。 

また、20～39歳の女性人口の増減率は-76.7%で、平成27年の約１／４の人数まで減少

することが予測されており、本町の出生に極めて大きな影響を与えると考えられます。 

■平成27年から令和42年の人口比較（単位：人） 

総人口 
年少人口 生産年齢 

人口 

高齢者 

人口 

20～39歳 

女性人口 0～4歳 

平成27年 

（2015年） 
4,577 268 79 2,841 1,468 240 

令和12年 

（2030年） 
3,632 148 71 1,935 1,550 125 

令和22年 

（2040年） 
2,956 99 50 1,299 1,559 78 

令和32年 

（2050年） 
2,305 62 36 863 1,380 65 

令和42年 

（2060年） 
1,702 40 28 535 1,127 56 

■平成27年を基準とした人口の増減率 

総人口 
年少人口 生産年齢 

人口 

高齢者 

人口 

20～39歳 

女性人口 0～4歳 

令和12年 

（2030年） 
-20.6 -44.8 -10.1 -31.9 5.6 -47.9 

令和22年 

（2040年） 
-35.4 -63.1 -36.7 -54.3 6.2 -67.5 

令和32年 

（2050年） 
-49.6 -76.9 -54.4 -69.6 -6.0 -72.9 

令和42年 

（2060年） 
-62.8 -85.1 -64.6 -81.2 -23.2 -76.7 
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（３）人口減少段階の分析 

人口減少段階は、「第１段階：高齢者人口の増加（総人口の減少）」「第２段階：高齢者人口

の維持・微減」「第３段階：高齢者人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされています。 

社人研準拠推計における平成12年の人口を100として、人口３区分別の人口推移をそれぞ

れ指数化すると、高齢者人口は令和２年を境に増加から維持の段階に入り、令和22年以降は

減少の段階に入っています。 

そのため、本町の人口減少段階は、現在「第１段階」と「第２段階」の境界にあり、令和

22年頃に「第３段階」に入ると推測されます。 

■人口減少段階の定義 

年少人口 
（0～14歳） 

生産年齢人口 
（15～64歳） 

高齢者人口 
（65歳以上） 

第１段階 減少 減少 増加 

第２段階 減少 減少 維持 

第３段階 減少 減少 減少 

■年齢３区分別の人口推移と人口減少段階（社人研準拠推計） 
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生産・年少人口減少
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（４）自然増減・社会増減の影響度 

将来の人口動態への影響を分析するにあたり、社人研準拠推計を基準として合計特殊出生

率と純移動率を変化させたシミュレーションを行いました。 

◆基準となる推計 

社人研準拠推計（平成27年の国勢調査人口を基準とした推計） 

◆シミュレーション１（出生率上昇） 

合計特殊出生率が令和12（2030）年までに人口置換水準（人口を長期的に一定

に保てる水準である2.10）まで上昇したと仮定した場合 

◆シミュレーション２（出生率上昇＋純移動率均衡） 

合計特殊出生率はシミュレーション１と同じ。純移動率は令和２年（2020）年か

ら均衡する（転入者数と転出者数が同じ）と仮定した場合 

■シミュレーション結果の比較 

4,577

4,291

3,965

3,632

3,293

2,956

2,622

2,305

1,998

1,702

3,696

3,376

3,053

2,732

2,429

2,140

1,859

4,320

4,073

3,836

3,595

3,342

3,088

2,835

2,583

2,339

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2015年
（平成27年）

2020年
（令和2年）

2025年
（令和7年）

2030年
（令和12年）

2035年
（令和17年）

2040年
（令和22年）

2045年
（令和27年）

2050年
（令和32年）

2055年
（令和37年）

2060年
（令和42年）

（人）

社人研準拠推計

シミュレーション１（出生率上昇）

シミュレーション２（出生率上昇＋純移動率均衡）
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将来の人口動態への影響を分析するにあたり、基準となる社人研準拠推計とシミュレーシ

ョン１（出生率上昇）の比較により自然増減への影響度を計算します。 

また、シミュレーション１（出生率上昇）とシミュレーション２（出生率上昇＋純移動率

均衡）の比較により社会増減の影響度を計算します。 

◆自然増減の影響度 

シミュレーション１（出生率上昇）により出生率の上昇が人口増にどの程度影響を

与えるか計算します。 

自然増減の影響度（Ｘ1）＝シミュレーション１における令和42年の総人口 

／社人研準拠推計における令和42年の総人口 

◆社会増減の影響度 

シミュレーション２（出生率上昇＋純移動率均衡）により転入・転出が均衡した場

合に人口増にどの程度影響を与えるか計算します。 

社会増減の影響度（Ｘ2）＝シミュレーション２における令和42年の総人口 

／シミュレーション１における令和42年の総人口 

人口動態への影響度は、自然増減・社会増減それぞれ以下の５段階に分類します。 

自然増減の影響度 社会増減の影響度 

１ Ｘ1＝100%未満 １ Ｘ2＝100%未満 

２ Ｘ1＝100～109% ２ Ｘ2＝100～119% 

３ Ｘ1＝110～119% ３ Ｘ2＝120～139% 

４ Ｘ1＝120～129% ４ Ｘ2＝140～159% 

５ Ｘ1＝130%以上の増加 ５ Ｘ2＝160%以上の増加 

上記計算式による影響度は以下の通りとなります。 

分類 影響度の計算 影響度 

自然増減 

Ｘ1＝シミュレーション１の総人口（令和42年） 

÷社人研準拠推計の総人口（令和42年） 

＝1,859÷1,702＝109% 

２ 

社会増減 

Ｘ2＝シミュレーション２の総人口（令和42年） 

÷シミュレーション１の総人口（令和42年） 

＝2,339÷1,859＝126% 

３ 

出生率上昇による自然増減への影響は「２（100～109%）」、純移動率均衡による社会増

減への影響は「３（120～139%）」となり、本町の人口減少対策としては、社会増減への

対策の方が影響が大きいと考えられます。 
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２．人口の将来展望 

（１）目指すべき将来の方向 

本町では、農業をはじめさまざまな産業の規模が縮小しており、全体的に就業者数が減少

しています。15～24歳の町民は進学・就職を機に町外へ転出する傾向が多く、25～29歳

で転入超過の傾向はみられるものの、全体としては社会減が続いています。 

また、町内に在住する20～39歳の女性の減少は出生数の低迷に影響を及ぼしていると考

えられます。 

本町における社会減への今後の対応としては、ＵＩターンを促進するため、基幹産業であ

る農業や福祉関連事業における雇用を確保するとともに、住宅施策の充実による転入の増加

を図っていく必要があると考えられます。 

自然減への対応としては、女性人口の減少を抑制するとともに合計特殊出生率の上昇によ

る出生数の減少抑制を指向していく必要があります。しかし、本町の合計特殊出生率である

1.27を人口置換水準（2.10）や希望出生率（1.80）まで引き上げることが現実的ではない

と考えられます。そのため、子育て支援施策等の充実により、平成30年の全国平均の1.42

を上回る水準である1.50を目指すこととします。 

現
状
の
課
題

15～19歳の町民は進学・就職を

機に町外へ転出する傾向が多く、

20～29歳の男性は転入超過の傾

向はみられるものの、全体として

は社会減が続いている。 

特に25～29歳女性の転出が多

いため、出生数減少の大きな要因

になっていると考えられる。 

総人口とともに就業者人口が全

体的に減少している。また、町外

で就業している人は減少している

が、町外から町内で就業している

人はそれほど減少していない。町

外から流入している就業者をいか

に取り込んでいくかが課題。

対
応
の
方
向

町内雇用力の充実を図り、25～

29歳でみられる転入超過を促進

し、若い世代の社会減を抑制する。

また、子育て支援施策等の充実に

より合計特殊出生率の向上を図る。

雇用の確保を推進するとともに、

住宅施策の充実を図ることにより、

就職・転職等を機会に本町で就業す

る人が本町で居住できる環境をつ

くる。

「人口減少 → 子どもの減少 → さらなる人口減少」の流れによる 

負の循環を少しでも好転させ、月形町の人口減少を抑制 
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（２）月形町の将来人口 

人口推計のシミュレーション及び目指すべき将来の方向から、人口推計を行うにあたって

の仮定を下記に定め、人口の推計を行いました。 

■人口推計の仮定 

◆基準人口 

直近の人口を基準とするため、令和元年10月1日現在の住民基本台帳人口を基準とします。 

◆合計特殊出生率 

出生率向上に向けた取り組みを行い、2030年までに出生率が「1.50」になると仮定します。 

◆将来の純移動率 

社人研準拠推計の仮定と同様とし、純移動率が今後一定程度縮小及び改善すると仮定します。

■将来人口推計結果における年齢３区分別人口の推移 

■将来人口推計結果における年齢３区分別人口割合の推移 
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■将来人口推計結果の比較 

令和元年 

(2019年) 

令和２年 

(2020年) 

令和12年 

(2030年) 

令和22年 

(2040年) 

令和32年 

(2050年) 

令和42年 

(2060年) 

社人研準拠推計※ 3,150 3,120 2,695 2,218 1,732 1,268 

シミュレーション１※

（出生率上昇） 
3,150 3,122 2,743 2,296 1,838 1,404 

シミュレーション２※

（出生率上昇＋純移動率均衡） 
3,150 3,125 2,859 2,546 2,193 1,827 

月形町の将来人口 3,150 3,118 2,706 2,236 1,758 1,302 

※「社人研準拠推計」「シミュレーション１」「シミュレーション２」は国勢調査人口をもとにした推計であるため、刑務所被

収容者の推計人口を減算した上で平成27年から令和２年までの推計結果で令和元年の人口を線形補間で算出し、令和元年

10月1日の住民基本台帳の人口と同じになるよう補正を行っています。
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